2010年1月28日

市民社会団体（CSO）と民主党との意見交換会(第1回)

―非営利法人を巡る制度・税制のあり方―

公益財団法人　公益法人協会

―民間公益活動推進センタ－― 

理事長　太田　達男

１　直面する課題―新公益法人制度に係わる問題

1） 基本的な理念と評価

「民間の団体が自発的に行う公益を目的とする事業の重要性」を前提とした新制度

〔官僚の裁量による主務官庁制度の廃止、予見可能性の高い認定制度、団体自治の尊重(自己責任による経営)、事前規制から事後規制へ〕

2） 施行後１年間の現実

1 行政庁・主務官庁による不適切な指導

2 公益法人の萎縮現象

3 政府関連公益法人問題の及ぼした影響

4 制度の一部見直しの必要性

(昨年１２月２１日付政府宛要望書→好転の兆し)

２　整合性のある非営利法人法・税制の構築に向けて

１）「新しい公共」の担い手

公益法人、一般法人、特定非営利活動法人、社会福祉法人等特別法による広義の公益法人、協同組合、労働組合、マンション管理組合等の各種非営利法人

（さらには｢社会企業｣も視野）

法人格を超えた新しい市民社会セクター（サードセクター）形成に向けた民間の動き

（JACEVOの設立、ファンドレイジング協会の試みなど）

２）広い意味でのガバナンスが不整合

機関設計、役員の権限と責任、透明性(情報公開等)、会計基準など

３) 税制上の差異

以上

